


第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2019年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所

５　評価対象事業所における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

株式会社　新都市ライフホールディングス

事 業 者 番 号 A 0 8 7 3

事 業 者 の 氏 名
(法人にあっては名称
及び代表者の氏名 )

事業所 142 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

条例第8条の23第2項
報 告 事 業 所 数

12

7,310 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計20

条例第8条の23第1項
報 告 事 業 所 数

事業所

代表取締役社長　　安達　勝

合計二酸化炭素排出量 14,437 ｔ

義務提出事業所 全事業所□ ■

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 SS

評 価 対 象 事 業 所

2015年度 2016年度 2017年度

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 率

0 %

平均合計原単位改善率 4.4 %

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 数

0 事業所

17,279.00

142,453.78

121.29548

17,158.00

143,227.36合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出量

2018年度 2019年度

14,437.00

142,497.53

101.31403

t

㎡

kg-CO2/㎡

平均合計二酸化炭素
排 出 量 削 減 率

4.39 %

119.79554

15,448.00 14,978.00

141,073.23 141,243.33

109.50341 106.04394

ランク



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

1

取組方針

CSR推進委員会及びCSR推進室を社内に設置、当社が定める環境活動を実施する。
年に2回委員会を開催し、前年度の検証と当年度の目標設定を行うこととした。エネル
ギーの使用に関しては、改正省エネ法に準拠し、原単位で年平均1％以上の削減を目
標とする。

重 点 対 策 の レ ベ ル

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A102 温暖化対策推進担当の配置 A106 本社等による支店の支援

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A104 取組状況の点検体制の構築

A103 具体的な取組目標と内容の設定 A107 排出状況の整理・分析・提供

引き続き営業に支障のない範囲で節電を継続していくことを確認した。　具体的な対策については、各事業所ごとに実施
することとした。

目 標 の 有 無 ■

そ の 他

1

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

%

%

有 □ 無

合計二酸化炭素排出量削減率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 宇津木台ショッピングプラザ

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 八王子市

久保山町１－１０

2

1年未満

2

□■ 1年度分2,945.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 284

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 552

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 555

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

187.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

5,310.8 45.00

□ L 0.0 36.70

239.0 0.014 11.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

540.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,104,819.0 9.76 10,783.0 0.489

5,654.0 0.251

11,022.0

5,654.0

1.4

2.5

kWh

m3

552.2

0.439

3.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

エネルギー消費設備はテナント持込み資産。テナントの取組状況をヒアリングする体制は構築.。
（テナント実施対策メニュー：B101、B106、C602、C603、C612、C615、D101、D102、D104、D105）
テナントに対して節電への対策を依頼したところ、照明の間引き、冷房温度の引き上げ等の対策を実施している旨の回
答があった。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 鶴川台ショッピングセンター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

2

7 区 市 町 村 名0

－ 0

0 町田市

真光寺１－２４－１及び２５－１

5

1年未満

5

□■ 1年度分9,767.64 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 466

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 905

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 910

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

92.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,878.2 45.00

□ L 0.0 36.70

174.5 0.014 8.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

896.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,833,355.0 9.76 17,893.5 0.489

7,283.0 0.251

18,068.1

7,283.0

1.8

3.2

kWh

m3

905.2

0.439

5.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

エネルギー消費設備はテナント持込み資産。テナントの取組状況をヒアリングする体制は構築。
（テナント実施対策メニュー：B101、B106、C101、C202、C602、C612、D101、D104、D105）
節電対策をテナントにヒヤリングしたところ、照明の間引き、冷房温度の引き上げ等の対策を実施中との回答があった。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 八王子みなみ野シティショッピングセンター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

3

6 区 市 町 村 名0

－ 0

9 八王子市

みなみ野１－８－１

1

1年未満

2

□■ 1年度分29,512.92 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 919

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,785

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 1,793

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

60.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,411.3 45.00

□ L 0.0 36.70

153.5 0.014 7.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,778.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 3,636,053.0 9.76 35,487.9 0.489

12,202.0 0.251

35,641.4

12,202.0

3.1

5.4

kWh

m3

1,785.7

0.439

8.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

エネルギー消費設備はテナント持込み資産。テナントの取組状況をヒアリングする体制は構築。
（テナント実施対策メニュー：B101、B106、C101、C109、C202、C602、D104、D105）
三和および山梨中央銀行に対して、冷房温度の引き上げ、照明の間引き等の節電対策を依頼した。三和及び山梨中央
銀行からは本社からの指示に従い、節電のための対策をすでに実施している旨の回答があった。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新宿アイランドタワー（B1205区画）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

4

0 区 市 町 村 名1

－ 0

3 新宿区

西新宿６－５－１　新宿アイランドタワーB1F

9

1年未満

3

□■ 1年度分118.24 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 29

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 55

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 55

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

465.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□ MJ

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（温水）

その他（冷水）

2,908.7 45.00

□ L 0.0 36.70

130.9 0.014 6.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ MJ 24,080.0 1.36 32.7 0.060 1.4

0.0 0.489

156,080.0 1.36 212.3 0.060

0.489 0.0

9.4

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

38.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 78,018.0 9.76 761.5 0.489

1,050.0 0.251

1,137.4

1,050.0

0.3

0.5

kWh

m3

55.5

0.439

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

使用量の推計に必要な情報の提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A402

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A403 中央熱源方式の空調使用量の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

テナントへの温暖化対策協力依頼A404

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D102

設 備 導 入 対 策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施

区画占有使用者に対し電気使用量の削減に努め、ビル管理者が実施する節電対策に協力するよう依頼した。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新宿アイランドアネックス

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

5

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 新宿区

西新宿６－２－３　新宿アイランドアネックス

2

1年未満

0

□■ 1年度分174.96 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 13

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 26

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 26

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

148.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

2,554.9 45.00

□ L 0.0 36.70

115.0 0.014 5.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

20.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 42,767.0 9.76 417.4 0.489

1,352.0 0.251

532.4

1,352.0

0.3

0.6

kWh

m3

26.6

0.439

0.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

各区画占有者に対し節電を呼びかけるとともに空区画のブレーカーを「切」にし待機電力の削減に努めた。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 中野坂上サンブライトツイン・アネックス

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中野区

本町２－４６

1

1年未満

4

□■ 1年度分4,752.36 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 601

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,166

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

15

総　計（④=②+③） 1,181

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

245.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

125,674.9 45.00

□ L 0.0 36.70

5,655.4 0.014 282.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

884.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,808,217.6 9.76 17,648.2 0.489

22,321.0 0.251

23,303.6

22,321.0

5.6

9.8

kWh

m3

1,166.2

0.439

15.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

今夏の節電対策
＜ビル全体＞管理会社からの節電対策要請に対して、協力
＜当社事業所において＞・照明を３分の１間引き・空調の設定温度を２９℃に設定

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 コラム南青山

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

南青山７－１－５

6

1年未満

7

□■ 1年度分8,389.74 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 358

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 694

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 700

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

82.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

115,779.1 45.00

□ L 0.0 36.70

5,210.1 0.014 259.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

434.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 889,297.0 9.76 8,679.5 0.489

9,581.0 0.251

13,889.6

9,581.0

2.4

4.2

kWh

m3

694.7

0.439

6.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

一括借受者に対し、節電に努めるよう依頼。さらに、平成30年度は空調機器を更新するなど、高効率機器への改修を実
施している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 パトリア品川店（本館）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 品川区

八潮５－５－３

0

1年未満

0

□■ 1年度分10,838.09 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 663

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,263

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

11

総　計（④=②+③） 1,274

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

116.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□ MJ

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（温水）

その他（冷水）

22,478.6 45.00

□ L 0.0 36.70

1,011.5 0.014 50.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ MJ 751,670.0 1.36 1,022.3 0.060 45.1

0.0 0.489

2,253,100.0 1.36 3,064.2 0.060

0.489 0.0

135.2

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,033.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,112,851.0 9.76 20,621.4 0.489

17,160.0 0.251

25,719.4

17,160.0

4.3

7.5

kWh

m3

1,263.9

0.439

11.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

使用量の推計に必要な情報の提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A402

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104

E136

照明点灯範囲の細分化

デマンドコントローラの設置

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E111 ポンプ・ファンのインバータ制御

当社事務所内の照明器具、共用部誘導灯についてすべてLED化を実施している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 パトリア品川店（別館）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 07

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 品川区

八潮５－１０－２７

0

1年未満

0

□■ 1年度分442.65 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 104

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 104

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

234.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

104.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 213,101.0 9.76 2,079.9 0.489

401.0 0.251

2,079.9

401.0

0.1

0.2

kWh

m3

104.2

0.439

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西国分寺ライフタワー（管理組合事務所）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

0

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 国分寺市

泉町２－９－１

2

1年未満

5

□■ 1年度分31.44 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

2.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,377.0 9.76 42.7 0.489

23.0 0.251

42.7

23.0

0.0

0.0

kWh

m3

2.1

0.439

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

今夏の節電対策
・照明器具の管球の間引き（全体の３分の１を抜いた。）
・不在時の消灯の徹底。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川シネマシティビル

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 立川市

曙町２－８－５

1

1年未満

0

□■ 1年度分809.60 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 29

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 56

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 56

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

69.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□ MJ

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（温水）

その他（冷水）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ MJ 60,669.3 1.36 82.5 0.060 3.6

0.0 0.489

43,813.8 1.36 59.6 0.060

0.489 0.0

2.6

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

50.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 102,373.2 9.76 999.2 0.489

1,256.0 0.251

1,141.3

1,256.0

0.3

0.6

kWh

m3

56.3

0.439

0.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ヴィータ聖蹟桜ヶ丘（新都市ライフホールディングス聖蹟桜ヶ丘店）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 2 0 －

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 多摩市

関戸４－７２

1

1年未満

6

□■ 1年度分109.18 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

18.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

2.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 5,847.0 9.76 57.1 0.489

78.0 0.251

57.1

78.0

0.0

0.0

kWh

m3

2.9

0.439

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A501 ビル所有者の対策や要請に協力

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大泉学園ゆめりあ１

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

東大泉１－２９－１

6

1年未満

8

□■ 1年度分2,243.59 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 78

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 153

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 154

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

68.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

153.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 312,987.0 9.76 3,054.8 0.489

2,085.0 0.251

3,054.8

2,085.0

0.5

0.9

kWh

m3

153.1

0.439

1.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

使用量の推計に必要な情報の提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A402

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B105 エネルギー使用量の前年度比較

ビル全体の推進体制の整備

時間的に詳細に把握

A405

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C808 温湿度の適正管理

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104 照明点灯範囲の細分化

管理組合と協議し、平成23年度に東京電力との主契約電力を約15％削減で契約したものを継続する。日々のデマンド
の管理を徹底し、共用部の照明及び空調の一部停止を継続し、管理する。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大泉学園ゆめりあ２（新都市ライフホールディングス大泉学園店）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

4

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

東大泉５－４３－１

6

1年未満

8

□■ 1年度分45.30 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

66.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

3.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 6,356.0 9.76 62.0 0.489

24.0 0.251

62.0

24.0

0.0

0.0

kWh

m3

3.1

0.439

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

温暖化対策優良事例の情報収集

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A214

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B105 エネルギー使用量の前年度比較

時間的に詳細に把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C123 温湿度の適正管理

C114 事務用機器を省エネモードに設定

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104 照明点灯範囲の細分化

空調・照明の一部及び一時停止の励行。空調及び照明設備の清掃・整備の実施。こまめな室内温湿度管理を励行し、
外気の活用についても実施する。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 赤羽パルロードⅠ・アピレ

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

5

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 北区

赤羽１－５－１

4

1年未満

5

□■ 1年度分7,453.91 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 889

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,727

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

11

総　計（④=②+③） 1,738

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

231.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

17,141.7 45.00

□ L 0.0 36.70

771.4 0.014 38.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,688.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 3,453,650.0 9.76 33,707.6 0.489

15,983.0 0.251

34,479.0

15,982.0

4.0

7.0

kWh

m3

1,727.3

0.439

11.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A406 使用量に応じた料金体系等の採用

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

設 備 導 入 対 策

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

平成30年度は地下１F食品エリアリニューアルに伴い約２ヶ月運営していなかったため、通年営業に戻った平成31年度
（令和元年度）のエネルギー使用量は、前年度比としては増加している。
しかしリニューアル時に設備更新等もあり、エネルギー使用量の増加は抑えられていると考える。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 赤羽パルロードⅡ・ビビオ

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

6

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 北区

赤羽西１－６－１

5

1年未満

5

□■ 1年度分1,281.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 92

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 179

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 180

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

139.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

7,882.7 45.00

□ L 0.0 36.70

354.7 0.014 17.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

161.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 330,167.3 9.76 3,222.4 0.489

2,118.8 0.251

3,577.2

2,118.8

0.5

0.9

kWh

m3

179.1

0.439

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

使用量の推計に必要な情報の提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A402

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 設備ごとに詳細に把握

使用量に応じた料金体系等の採用

時間的に詳細に把握

B104

A406

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C815

C805 中央熱源機器等の季節設定実施

看板照明点灯時間の季節別管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D105 換気フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108

D106 ボイラ等の定期点検の実施

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

【共用部分に係る節電対策】
(1)空調について
①設定温度28℃を徹底している。
②使用頻度の低い部屋・廊下・倉庫等（共用部分）の空調停止
(2)照明について
①廊下やバックヤード、外灯を中心に昼間は約25％、夜間はプラスアルファの節電を実施している。
【専有部分に係る節電対策】
○専有部分占有者（テナント等）に対し、照明の間引き消灯と空調温度28％設定を中心とした節電対策実施について協
力依頼を行っている。
○特に消費量の多い大型区画については、電力使用量のチェックを実施している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀有リリオ壱番館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 2 －

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 葛飾区

亀有３－２６

6

1年未満

5

□■ 1年度分201.67 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

4.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,526.0 9.76 24.7 0.489

13.0 0.251

24.7

13.0

0.0

0.0

kWh

m3

1.2

0.439

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀有リリオ弐番館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 2 －

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 葛飾区

亀有３－２９－１

6

1年未満

5

□■ 1年度分764.59 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 19

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 38

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 38

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

49.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,682.9 45.00

□ L 0.0 36.70

75.7 0.014 3.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

34.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 70,800.0 9.76 691.0 0.489

602.0 0.251

766.7

602.0

0.2

0.3

kWh

m3

38.4

0.439

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 サンタウン立花

事 業 所 番 号 A 0 8 0 17

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 墨田区

立花１－２３

4

1年未満

1

□■ 1年度分8,351.40 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 416

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 809

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 816

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

96.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

4,491.6 45.00

□ L 0.0 36.70

202.1 0.014 10.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

799.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 1,634,685.3 9.76 15,954.5 0.489

11,186.0 0.251

16,156.7

11,186.0

2.8

4.9

kWh

m3

809.4

0.439

7.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 潮見駅前プラザ一番街

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

潮見２－２－１７

5

1年未満

5

□■ 1年度分562.91 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 74

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 145

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 146

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

257.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

8,770.5 45.00

□ L 0.0 36.70

394.7 0.014 19.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

125.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 256,526.0 9.76 2,503.7 0.489

2,595.0 0.251

2,898.4

2,595.0

0.7

1.1

kWh

m3

145.1

0.439

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 潮見駅前プラザ二番街

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

潮見２－２－２０

5

1年未満

5

□■ 1年度分391.01 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 18

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 18

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

46.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

564.5 45.00

□ L 0.0 36.70

25.4 0.014 1.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

16.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 34,633.0 9.76 338.0 0.489

307.0 0.251

363.4

307.0

0.1

0.1

kWh

m3

18.2

0.439

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 パトリア吾妻橋店

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 墨田区

吾妻橋１－２３－３０

0

1年未満

0

□■ 1年度分2,807.45 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 138

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 265

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 265

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

94.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□ MJ

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（温水）

その他（冷水）

6,307.4 45.00

□ L 0.0 36.70

283.8 0.014 14.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ MJ 58,644.0 1.36 79.8 0.060 3.5

0.0 0.489

290,257.0 1.36 394.7 0.060

0.489 0.0

17.4

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

230.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 470,906.0 9.76 4,596.0 0.489

816.0 0.251

5,354.4

816.0

0.2

0.4

kWh

m3

265.4

0.439

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

今夏の節電対策
・共用部の照明と清掃人室･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ室･事務所の照明間引き。（約4割）
・空調の設定温度を、28度に設定。
・共用部の不在時照明はこまめに消すよう、貼り紙。

平成31年度（令和元年度）は一部空き区画があるため、エネルギー使用量が低減している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 パトリア葛西店

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

3

7 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江戸川区

清新町１－３－６

8

1年未満

4

□■ 1年度分8,856.45 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 694

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,346

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 1,351

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

151.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

100,914.9 45.00

□ L 0.0 36.70

4,541.2 0.014 226.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,120.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,290,880.0 9.76 22,359.0 0.489

7,755.0 0.251

26,900.2

7,755.0

1.9

3.4

kWh

m3

1,346.7

0.439

5.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

使用量の推計に必要な情報の提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A402

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404 テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C113 中間期における外気冷房の実施

昼休み時の消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C804 共用部のフロアごとの空調の管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

中央熱源機器等の季節設定実施 C120

C802

外灯等の点灯時間の季節別管理

階段照明の管理手法の検討・実施

C805

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D105 換気フィルターの清掃・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検 D107

D106 ボイラ等の定期点検の実施 D108

ボイラ等の空気比の調整

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104

E114 高効率パッケージの採用 E109

照明点灯範囲の細分化

空調の冷温水配管の保温の実施

E123 トップランナー機器の採用 E122 給湯の温水配管の保温の実施

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E106 高効率照明ランプの採用（屋外）

①空調設備の温度設定の徹底及びフィルター等の点検・清掃
②共用部等の照明の間引き及び不使用エリアの消灯の徹底
③テナント等への情報の提供及び協力体制の確立

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 光が丘IMA東館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

光が丘２－１０－１及び２

7

1年未満

9

□■ 1年度分11,530.47 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 385

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 748

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 756

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

64.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

58,454.6 45.00

□ L 0.0 36.70

2,630.5 0.014 131.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

617.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,263,261.0 9.76 12,329.4 0.489

12,829.0 0.251

14,959.9

12,829.0

3.2

5.6

kWh

m3

748.9

0.439

8.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A406 使用量に応じた料金体系等の採用

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C118 自動販売機の休日・夜間照明停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C806 その他設備の不使用時の停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

設 備 導 入 対 策

夏の節電対策について
目標：昨年と同等の節電を実施
具体的な節電対策
①照明の間引き実施（全体の約20％）
②室内温度の２８℃の徹底

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 光が丘IMA南館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

光が丘３－９－１及び２

7

1年未満

9

□■ 1年度分9,922.93 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 306

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 580

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 582

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

58.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□ MJ

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（温水）

その他（冷水）

15,053.7 45.00

□ L 0.0 36.70

677.4 0.014 33.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ MJ 602,012.0 1.36 818.7 0.060 36.1

0.0 0.489

1,215,519.0 1.36 1,653.1 0.060

0.489 0.0

72.9

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

437.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 894,556.0 9.76 8,730.9 0.489

3,992.0 0.251

11,880.1

3,992.0

1.0

1.8

kWh

m3

580.3

0.439

2.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A406 使用量に応じた料金体系等の採用

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C806 その他設備の不使用時の停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

設 備 導 入 対 策

夏の節電対策について
目標：昨年と同様の節電を実施
具体的な節電対策
①照明の間引き実施（全体の約15％）
②室内温度28℃の徹底

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西国分寺レガ

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

7

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 国分寺市

泉町３－３５－１

2

1年未満

5

□■ 1年度分15,427.60 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 760

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,476

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

14

総　計（④=②+③） 1,490

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

95.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

93,418.5 45.00

□ L 0.0 36.70

4,203.8 0.014 209.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,266.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,590,579.0 9.76 25,284.1 0.489

21,651.0 0.251

29,487.9

21,651.0

5.4

9.5

kWh

m3

1,476.4

0.439

14.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

地球温暖化対策の方針等の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A201

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105 昼休み時の消灯の実施

C801 共用部照明のフロアごとの管理

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D104 空調フィルターの清掃・点検

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

平成27年2月12日付「26環都総第932号」により特定地球温暖化対策事業所から変更となった。平成30年度は共用部の
照明LED化を実施している。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新都市ライフホールディングス本社

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

8

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 新宿区

西新宿６－８－１　新宿オークタワー１０F

3

1年未満

3

□■ 1年度分1,817.96 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 70

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

70.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 143,818.0 9.76 1,403.7 0.489

0.0 0.251

1,403.7

0.0

0.0

0.0

kWh

m3

70.3

0.439

0.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

組織横断的な推進体制の整備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A204 取組状況の点検体制の構築 A211 所内で温暖化対策情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

所内会議・研修会等で報告A216

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105 昼休み時の消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

①昼休み時間、その他の時間の消灯の励行（約５分の１を消灯）
②各月の使用量の迅速な把握、分析による省エネの意識付け
③クールビズの拡大実施（5～10月）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ルミナス吉祥寺

事 業 所 番 号 A 0 8 0 27

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 武蔵野市

吉祥寺本町２丁目８番９号

0

1年未満

0

□■ 1年度分330.09 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ ■

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 56

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 108

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 109

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

327.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

18,453.4 45.00

□ L 0.0 36.70

830.4 0.014 41.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

67.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 138,166.7 9.76 1,348.5 0.489

2,698.2 0.251

2,178.9

2,698.2

0.7

1.2

kWh

m3

109.0

0.439

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

平成27年11月取得

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 アール南青山

事 業 所 番 号 A 0 8 0 37

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

南青山３－５０

6

1年未満

7

□■ 1年度分773.58 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 42

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 81

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 82

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

104.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

4,102.5 45.00

□ L 0.0 36.70

184.6 0.014 9.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

72.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 148,819.0 9.76 1,452.5 0.489

1,873.0 0.251

1,637.1

1,873.0

0.5

0.8

kWh

m3

82.0

0.439

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

平成28年9月取得

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 目黒中町ドリームビル

事 業 所 番 号 A 0 8 0 37

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 5 －

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 目黒区

中町１－８－１１

6

1年未満

3

□■ 1年度分419.50 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 29

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 57

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 58

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

135.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

6,645.8 45.00

□ L 0.0 36.70

299.1 0.014 14.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

42.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 87,827.0 9.76 857.2 0.489

1,546.0 0.251

1,156.3

1,546.0

0.4

0.7

kWh

m3

57.9

0.439

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

平成29年8月取得。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 第一エリア経営部

事 業 所 番 号 A 0 8 0 37

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

2

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 千代田区

神田佐久間町3-17 オガタビル3階

2

1年未満

1

□■ 1年度分170.10 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

5.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 10,628.0 9.76 103.7 0.489

132.0 0.251

103.7

132.0

0.0

0.1

kWh

m3

5.2

0.439

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C114 事務用機器を省エネモードに設定

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

平成30年度より賃貸。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2019年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.489

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 パークシティ武蔵小山ザモール

事 業 所 番 号 A 0 8 0 37

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 品川区

小山3丁目15-1

6

1年未満

2

■□ 1年度分1,254.20 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

■ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

対象事業所の追加。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 18

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 18

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

2,531.7 45.00

□ L 0.0 36.70

113.9 0.014 5.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.489

0.0

0.489 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

12.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 25,792.0 9.76 251.7 0.489

340.0 0.251

365.7

340.0

0.1

0.1

kWh

m3

18.3

0.439

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□ 低炭素電力の受入 □



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

テナントへの温暖化対策協力依頼

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A404

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

令和元年11月取得。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


